平成29・30年度東京都十一市競輪事業組合物品買入れ等
競争入札参加資格審査申請案内書





平成２９・３０年度において、東京都十一市競輪事業組合が発注する物品の買入れ（委託、修繕、売却等を含む。）の入札参加を希望する方は、下記により物品買入れ等競争入札参加資格審査申請書を提出してください。
記
１　受付期間
[bookmark: _GoBack]　　平成２８年１１月１日（火）～１１月３０日（水）
ただし、土曜・日曜・祝日及び本場競輪開催期間中の受付は行いませんのでご注意ください。
また、混雑緩和のため受付日時は必ず電話予約のうえ、予約日時にお越しください。
予約が無い場合は、受付できませんのでご了承ください。

２　受付場所
東京都調布市多摩川４丁目３１番地１　
京王閣競輪場内正門棟２階　東京都十一市競輪事業組合事務室

３　入札参加資格の有効期間
この申請に基づく入札参加資格は、平成２９年４月１日付契約分から適用を開始し、平成３１年３月３１日まで有効です。

４　申請についての注意
(1)平成２８年１０月１日を基準日として審査をしますので、原則として平成２７年１０月１日以降に創業又は設立した方は申請することができません。
(2)申請書の作成にあたっては、記載要領をよく読んで間違いのないように記入してください。（「フリガナ」等の記入漏れがないようご注意ください。）	
(3)受付番号（申請書用紙番号）は、申請受付順により決定します。申請受付当日まで空欄のままお持ちください。
(4)申請書の提出は、内容を十分説明できる方が持参してください。説明が不十分な場合は受付できないことがあります。
また、郵送での受付はできませんのでご注意ください。
(5)申請書及び添付書類等に虚偽の記載等をした場合は、参加資格を取り消すことがあります。
(6)この申請書を受理されたことにより、必ずしも指名を受けられるものとは限りません。
(7)自動車での来所はご遠慮ください。

５　申請書受付後の記載事項の変更
申請書を受付した後に、その記載事項に変更が生じた場合は、受付票とともに必要書類を添付して直ちに変更届を提出してください。変更届書（添付書類を含む。）は、都様式でも受け付けいたします。

６　営業概要総括表・営業種目別表の記載要領
別添「営業概要総括表」・「営業種目別表」ファイル中の記入例をご覧ください。
＊入力可能なセルについては、文字の大きさ、間隔等、バランスを考えて変更して下さい。
なお、「営業種目別表（物品）」については表面（項目1から12）と裏面（項目13から19）がありますので、提出する際は両面印刷により1枚にまとめていただきますようお願いいたします。

７　問い合わせについて
東京都十一市競輪事業組合　業務課総務係　TEL０４２（４８９）１３１１（直通）
（注）申請受付期間（平成２８年１１月１日～１１月３０日）中のお問い合わせはご遠慮ください。

８　提出書類等
(1)	「物品買入れ等競争入札参加資格審査申請書」(Ａ３　２つ折り)を表紙として、次の番号順にはさんで提出するもの(ホチキス・とじひも等でひとまとめにせず、バラバラの状態でお持ちください。)
 指定様式の書類の有無を確認してからご記入ください。	 ((指)は指定様式)
                                                             
	書    類    名
	備                考
	提出枚数

	1
	(指)物品買入れ等競争入札参加資格審査申請書
	代表者が押印（実印）したもの
	正本
	1

	2
	印鑑証明書
	代表者の印鑑証明書（別紙「注意事項等」注1）
	正本
	1

	3
	(指)使用印鑑届
	代表者が実印以外の印鑑を入札、契約及び代金の請求並びに受領等で使用する場合のみ必要です。（別紙「注意事項等」注2）
	正本
	1

	
	(指)委任状
	代表者が入札、契約及び代金の請求並びに受領等を代理人に委任する場合に必要です。（別紙「注意事項等」注2及び代理人を置く場合について）参照
	正本
	1

	4
	登記簿謄本
	現に効力を有する部分のみ
個人商号を登記している場合は商号登記簿謄本（別紙「注意事項等」注1）
	正本
	1

	5
	財務諸表
	平成２８年１０月１日を基準にして直前１年間（平成２７年１０月１日から平成２８年９月３０日）の間に迎えた事業年度決算に関するものとします。決算直後である等、やむを得ない理由により、上に示した期間内の財務諸表が提出できない場合は、提出できうる最新の財務諸表をもって仮提出としてください。その場合、平成２９年３月３１日までに、最新の財務諸表を追加提出してください。
①　法人は、貸借対照表、損益計算書、剰余金処分計算書（上記にかわるもの－経営事項審査結果通知書（通知書がない場合は申請書等一式）、現況報告書）
②　個人は、収支計算書、確定申告の写し又は決算状況を知るに足る資料
	写
	1

	6
	資格登録証明書等
	別添「案内書【別表】」の【別表２】「資格等証明書必要業種一覧」に掲載された営業種目の登録を申請する方のみ、登録証明書等又は許可証等の写しが必要です。建築物の衛生的環境の確保に関する事業登録をしている方、労働者派遣法に係る事業の一般労働者派遣事業許可証、特定労働者派遣事業届出受理証を取得している方は、その写しを提出してください。
	写
	各１

	7
	技術者資格免許等従業員在籍証明一覧表
	別添「営業種目別表（物品）」の14「技術者資格名簿」の人数に該当する一覧表を提出してください。
	正本
	各１

	8
	販売代理(特約)店証明書
	販売代理店又は特約店として取り扱う品目と相手方の発行する証明書
	写
	1


事業協同組合、商工組合、企業組合、協業組合等組合関係については、上記の他、以下の書類の写しも提出してください。
●定款●組合の役員名簿●組合員名簿
●組合の官公需共同受注規約（企業組合、協業組合は不要）
●官公需適格組合証明書（官公需適格組合証明を受けている組合のみ）

(2)はさまないで提出するもの	（(指)は指定様式）
	
	備       考
	提出枚数

	1
	(指)平成29・30年度物品買入れ等競争入札参加資格審査申請書受付票
	受付終了後に返還します。後日、変更届の提出等の際に必要となりますので、大切に保管してください。
	1

	2
	(指)営業概要総括表（物品）
	
	1

	3
	(指)営業種目別表（物品）
	１つの営業種目につき１枚ずつ作成してください。
	申請数

	4
	(指)支払期金口座振替依頼書
	
	1



(3)見せるだけのもの
	　書  類  名
	備        考
	提  示  数

	1
	平成27・28年度受付票
	平成27・28年度申請者は提示してください。
（確認のために必要）
	正本  　1

	
	
	②  新規申請者は必要ありません。
	

	2
	納税証明書
	平成２８年１０月１日を基準にして直前１年間（平成２７年１０月１日から平成２８年９月３０日）の間に迎えた事業年度決算分に係る証明書を下記に従って提示してください。
＊固定資産税は、調布市内の法人（個人）で市内に固定資産を所有する場合のみ必要です。
	正本　各１

	
	
	市内法人
	法人税(納税証明書その1)
	市内個人
	所得税(納税証明書その1)
	

	
	
	
	消費税(納税証明書その1)
	
	消費税(納税証明書その1)
	

	
	
	
	法人事業税
	
	個人事業税
	

	
	
	
	法人市民税
	
	個人市民税
	

	
	
	
	固定資産税
	
	固定資産税
	

	
	
	市外法人
	法人税(納税証明書その1)
	市外個人
	所得税(納税証明書その1)
	

	
	
	
	消費税(納税証明書その1)
	
	消費税(納税証明書その1)
	

	
	
	
	法人事業税
	
	個人事業税
	

	
	
	各納税証明の発行先
	
	発行官公庁
	

	
	
	
	法人（所得）税
(納税証明書その1)
	当組合と契約等を行う事業者本社・本店（個人）の所管税務署
	

	
	
	
	消費税
(納税証明書その1)
	
	

	
	
	
	事業税
	当組合と契約等を行う事業所の所管都(道、府、県)税事務所
	

	
	
	
	市民税
	調布市役所
	

	
	
	
	固定資産税
	
	

	
	
	· 納税実績がない場合でも、その旨の証明書等を提示してください。
（例） ＊ 市内法人で納税実績がない場合、
「法人事業開始・変更等申告書」を提出してあれば、所在証明書又は営業証明書が出ます。
	

	3
	申請種目別の契約書
	平成２８年１０月１日を基準として、過去2年間の都及び他官公庁発注の契約（ただし、民間のみの場合は、民間）のうちのそれぞれ最高金額のもの（別紙「注意事項等」注3）
	写も可
各  １

	4
	身分証明書
	個人で営業している場合のみ必要です。
	正本 １

	5
	登記事項証明書
	個人で営業している場合のみ必要です。（登記されていないことの証明書）（別紙「注意事項等」注4）（問い合わせ先；東京法務局民事行政部後見登録課 TEL03-5213-1360(ﾀﾞｲﾔﾙｲﾝ）
	正本 １


別紙「注意事項等」


（注1） 申請書にはさんで提出するもののうち、２及び４の書類は、平成２８年９月１日以後発行のものに限ります。
（注2）「使用印鑑届」「委任状」は、それぞれ内容が異なるため、同時に提出することはできません。
「使用印鑑届」における契約は代表者名で、「委任状」における契約は代理人名でそれぞれ行われます。下部「代理人を置く場合について」参照。
（注3） 契約書の写しを提示する場合は、契約金額、契約の主な内容、契約当事者、契約年月日がわかるように複写してください。
（注4） 見せるだけのもののうち、5の書類は、平成２８年９月１日以後発行のものに限ります。



代理人を置く場合について

【代理人に関する注意事項】
　代理人は、代表者から委任を受けて「入札、契約等の法行為を自分の名と責任において行う者」です。単に入札書の提出や契約書の受け渡しをする営業担当者等（＊）は代理人ではありません。
　代理人を置いた場合、代理人印も使用印同様、「支店印」「営業所印」等はみとめられません。代理人を特定できるもの（「支店長之印」、「営業所長之印」等）を押印してください。

　＊担当者：当組合からの入札指名等の連絡に対応できる方です。

【代理人への委任の範囲】
代理人を置いた場合、東京都十一市競輪事業組合との契約について、以下の権限が代理人に委任されることになります。
1． 見積り及び入札
2． 契約
3． 保証金又は保証物の納付並びに還付請求及び領収
4． 支払金の請求及び領収
5． 支払期のきた利札の請求及び領収

【委任状の提出】
　代理人を置く場合は委任状の提出が必要になります。その場合、使用印鑑届の提出は必要ありません。


2
